
「退職後の医療保険制度」について，説明します。
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説明は，このような流れで行います。

退職後の医療保険がどのようになっているのか等のイメージを掴んでいただ
ければと思います。
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「１ 医療保険制度の体系」

退職する場合，退職後は，現在の公立学校共済組合の組合員の資格を失うこととなります
が，我が国では国民皆保険制度をとっていますので，退職後もいずれかの医療保険に加入
しなければなりません。
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「２ 退職後の医療保険制度の種類」

退職後にどの医療保険制度に加入するかについて，フロー図を使って説明します。御自身
が，どの制度を選択するのか考えながらお聞きください。

まず，退職後「再就職する場合」で，「再就職先における医療保険の加入要件を満たすとき」
は，①のとおり，再就職先の医療保険に加入することとなります。

例えば，定年退職の方が，４月１日以降，県内の公立学校等で，再任用フルタイムとして勤
務される場合は現在と同様に公立学校共済組合の一般組合員になり，週当たり20時間等の

要件を満たす会計年度任用職員として勤務される場合は，公立学校共済組合の短期組合員
になります。

再就職する場合，再就職先の医療保険制度に加入することになるか否かを再就職先に必
ず確認してください。
①の場合，４月以降，再就職先や所属所で手続を行い，新しい組合員証を取得します。

次に，「再就職する場合」であっても，「再就職先における医療保険の加入要件を満たさな
いとき」は，「再就職しない場合」と同様の流れになります。

「再就職しない場合」について，説明します。

まずは，退職後の向こう１年間収入が130万円未満か，それ以上かで，選択肢が分かれま
す。なお，60歳以上の方や障害年金受給相当の障害がある方は，130万円を180万円に置き
替えて，この後の説明をお聞きください。
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退職後の年間収入が130万円「未満」の場合で「扶養してくれる家族がいる」と

きは，②の「家族が加入する医療保険の被扶養者」になることが考えられます。
これは，ご家族が健康保険や共済組合に加入していることが前提になります。

家族の被扶養者になる場合は，御自身による保険料等の負担はなく，家族が
納める保険料も増額にはなりません。

ただし，被扶養者の細かい取扱いは保険者によって異なりますので，こちらを
希望される場合は，まずは被扶養者になれるかを，事前にご家族の勤務先に確
認しておいてください。
次に，退職後の年間収入が130万円「以上」のとき，あるいは130万円「未満」で

あっても，「家族の被扶養者になれない」ときは，フローのとおり，③の「公立学校
共済組合の任意継続組合員」になる，または，④の「国民健康保険に加入」する，
の２つの中から選択することになります。

この③の任意継続組合員と④の国民健康保険の違いについて，次のスライド
で説明します。
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「３ 任意継続組合員制度・国民健康保険の比較」

任意継続組合員の場合，加入要件があり，掛金は退職時の標準報酬月額を基礎として算
出します。

詳しい内容や手続等に関しては別添の「任意継続組合員制度（資格・短期給付編）」，「任意
継続組合員制度（掛金編）」等を御覧ください。

一方，国民健康保険は，他の医療保険制度に加入しない人すべてに加入義務があり，被
扶養者の概念がないため，御自身が加入する場合は，これまで被扶養者だった人も，併せて
加入することになります。

国民健康保険の保険料については，世帯単位で，前年の所得等に応じて市区町村が決定
することとなります。

なお，国民健康保険の保険料や手続等に関することは，共済組合ではお答えできませんの
で，お住まいの市区町村の国民健康保険担当部署にご相談ください。
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次に，給付内容の違いについて，例によって説明します。

任意継続組合員の場合，医療機関等１か所での１か月の窓口負担が２万５千円を超えたと
きは，その超えた額を，共済組合から「一部負担金払戻金」として給付しますが，国民健康保
険には，このような給付はありません。

退職後は，これまで説明しましたとおり，いずれかの医療保険に必ず加入していただく必要
があります。御自身で，どの医療保険制度に加入するか，御判断ください。
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「４ 組合員証等の返納等」

年度末退職の場合，今お持ちの組合員証や被扶養者証等のいわゆる「保険
証」は，４月1日以降使用できません。必ず退職時に所属所にお返しください。

なお，４月以降に誤って保険証を使用した場合，当共済組合が負担した７割部
分等を返還していただきます。このため，退職日の翌日以降は絶対に保険証は
使用せず，所属所に返納してください。
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続いて，「退職後の給付金の受取」についてです。

現職中の医療費に係る給付金がある場合，口座への振込みが退職してから
半年程度，後になることがあります。このため，給付金の受取口座は，少なくと
も９月末日までは解約しないでください。

また，給付金の明細書等を自宅に送付しますので，住所変更等があった場合
は，手続をお願いします。
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「５ 組合員資格喪失後の短期給付」

退職後は，組合員の資格を喪失しますが，この表にある４つの短期給付につ
いては，給付要件に該当すれば，給付が受けられます。該当する場合や不明な
点がありましたら，当共済組合の短期給付係に連絡してください。
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各給付の給付額や請求に必要な書類は，この表のとおりです。
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「６ 医療保険制度ＦＡＱ」

別添「医療保険制度ＦＡＱ」から，退職後に加入される医療保険毎に，特に知っ
ておいていただきたい内容を抜粋して説明します。

「再就職先の医療保険に加入する場合」，任継にはなれません。

「家族の被扶養者になる場合」，事前に家族の勤務先に認定基準等を確認し
ておいてください。

家族が当支部組合員の場合，家族に対して，退職日の翌日以降，速やかに手
続するよう依頼してください。

「国民健康保険に加入する場合」，その手続には，共済組合が発行する「資格
喪失証明書」が必要です。その申出は，退職時の所属所の事務担当者が行うこ
ととなりますので，資格喪失に係る書類を作成する際，証明書を「要」とし，退職
日以降，速やかに提出するよう依頼してください。

なお，「資格喪失証明書」は，御自宅ではなく，退職時の所属所に送付します
ので，到着後，所属所から御自宅に送付してもらってください。

任継申出書の提出後，予定が変わったときは，４月19日（水）までに「取下書」
の提出が必要ですので，御注意ください。
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また，「任意継続組合員になる場合」，退職日までに引き続き１年と１日以上組
合員でなければ，任継にはなれません。

年度末退職の場合，任継になるための書類は，既に受け付けております。申
出者御本人が，期限までに提出してください。

必ず，所属所の受付印・証明，また，口座振替の場合，広島銀行の確認印が
必要になりますので，留意してください。
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最後に，「４月以降，再任用等で，再度共済組合の組合員になる場合」，「任継
になる場合で，申出書の共済組合到着が一次締切である３月15日を過ぎたと

き」は， 組合員証や任意継続組合員証等の発行に時間を要することが想定さ
れます。

手元に証がない間に医療機関を受診する場合は，本来，共済組合が負担する
部分について，支払いを待ってもらえないか，医療機関に相談してみてください。

一旦，全額を支払った場合は，「療養費」として共済組合に請求することができ
ます。

以上で「退職後の医療保険制度」についての説明を終わります。
なお，別添の「医療保険制度ＦＡＱ」も併せて御覧ください。
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